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	講師：小竹聡（こたけ・さとし）拓殖大学政経学部教授
	トランプ政権、 ロバーツ・コート、 リベラル派憲法学 同志社大学アメリカ研究所 第42回コロキアム
	日時：2026年6月25日（木） 16:40〜18:10 場所：同志社大学烏丸キャンパス 志高館SK110 対面開催・日本語： どなたでもご参加いただけます
	概要
	　本報告は、第一次トランプ政権の誕生時に遡り、大統領就任後のトランプ個人に関わる憲法上の論点を概観するとともに、第一次政権下で実施された主要な政策に対する合衆国最高裁判所の判決を振り返ることによって、トランプ政権が打ち出す様々な施策を法の支配の観点から検討することを目的とする。その際、法の支配の枢要な担い手である合衆国最高裁判所の現在に至る構成を簡潔に描写するとともに、トランプ政権の政策に対する最高裁の司法判断を受けて、現在、リベラル派憲法学がどのような課題を自らに課しているかについても瞥見することとしたい。こうして、本報告は、現在進行中の第二次トランプ政権の現在地を測定し、今後の行方を考察するための手がかりを得ようと企図するものである。
	共催：同志社大学アメリカ研究所部門研究2



